
公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

No. 物品・役務等の名称
契約担当官等の氏名並びにその所

属する部局の名称及び所在地
契約日 契約の相手方の商号又は名称及び住所 法人番号 契約方式 随契理由 予定価格 契約金額 落札率 備考

1
定期刊行物（洋雑誌２０２５年度）電子ジャーナ
ル購読

支出負担行為担当官
国土技術政策総合研究所長
福田　敬大
茨城県つくば市旭１

R7.4.1
エルゼビア・ビー・ブイ
オランダ王国アムステルダム市ラーダー
ヴェヒ２９

ー 随意契約

　本件は、国土技術政策総合研究所及び国立研究開発法人土木研
究所が、２０２４年度に発刊される洋雑誌の定期刊行物のうち、出版
元であるエルゼビア・ビー・ブイが提供する電子ジャーナルについて、
同社のデータベース「サイエンス・ダイレクト」を利用して購読するも
のである。
　上記相手方は、国内代理店を通じた契約をせず直販のみとしてい
るため、当該電子ジャーナルを提供することが可能な唯一の相手方
である。
　よって、出版物著作権の排他的権利を有し、当該サービスを提供で
きる唯一の者であり、契約の性質又は目的が競争を許さないことか
ら、会計法第２９条の３第４項及び国
の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１２条第
１号の規定により、随意契約するものである。

¥31,748,625 \31,748,625 100.00%

2 行政情報提供業務

支出負担行為担当官
国土技術政策総合研究所長
福田　敬大
茨城県つくば市旭１

R7.4.1
（株）時事通信社
東京都中央区銀座５丁目１５番８号

7010001018703 随意契約

　本業務は、インターネットを通して中央省庁・地方自治体の動向や
政治・経済、地震・台風等の災害情報など、国土技術政策総合研究
所の職務に関連する必要な情報をリアルタイムに提供を受けるもの
である。
　(株)時事通信社は全国各地に支社・行政担当の記者を配置し、同
社による情報提供内容は、独自で配信を行っている官庁速報をはじ
め、各省大臣会見、首長会見及び会見速報など中央官庁・地方自治
体の動静やニュース、時々刻々と発生するリアルタイムな政治・社会
ニュース、災害情報など他のメディアにはない情報を有しており、そ
の提供も迅速である。また、当該情報提供内容が体系別に整理さ
れ、検索もし易くなっているため、瞬時の検索に適しており、特に行
財政、経済情報等必要な専門情報を２４時間リアルタイムで入手す
ることができるサービスを行っている。情報提供サービスを行ってい
る業者は複数あるが、職務に関連する必要な情報をリアルタイムで
把握できるサービスを提供しているのは、(株)時事通信社のみであ
る。
　よって、会計法第２９条の３第４項及び予算決算及び会計令第１０２
条の４第３号の規定により、上記業者と随意契約するものである。

¥1,716,000 \1,716,000 100.00%

3
Ｒ７実験廃水処理施設監視制御装置修繕業
務

支出負担行為担当官
国土技術政策総合研究所長
佐藤　寿延
茨城県つくば市旭１

R7.8.21
ドリコ（株）
東京都中央区日本橋２丁目１３番１０号

6010501033467 随意契約

　本業務の実施に当たっては、既存の中央監視制御システムに関
し、当該システムの構成を理解したうえで、今回の修繕及び機能改
良等を適切に行う技術力を有していることが求められる。
　このことから、技術的要件を兼ね備えている上記法人を特定者とし
た上で、特定者以外に本業務の実施を希望する者の有無を確認す
る目的で、参加意思確認書の提出を招請する公募を実施した。
　公募の結果、参加意思確認書の提出が無かったため、上記相手方
と契約を行うものである。
　以上の理由から、会計法第２９条の３第４項及び予算決算及び会
計令第１０２条の４第３号の規定により、上記法人と随意契約するも
のである。

¥27,159,000 \26,950,000 99.23%

4 ソフトウェアライセンス購入

支出負担行為担当官
国土技術政策総合研究所長
佐藤　寿延
茨城県つくば市旭１

R7.8.19
（株）パルメトリクス
埼玉県飯能市仲町２７番２０号　リバーサ
イド飯能 ２０２

2030001090060 随意契約

　本ソフトウェアはAKTS社（スイス）により開発されたものであり、日
本国内においては、パルメトリクス株式会社のみが取り扱い許可を
受けており、他社による販売・供給の実績はない。本ソフトウェアの
購入を希望する理由は、認証登録されていない塗料原料を水道用資
機材に使用した事例が発生した際に、安全性評価に本ソフトウェア
が適用された実績があったことから、本研究における浸出挙動予測
シミュレーションに係るモデル構築に際して本ソフトウェアの活用から
着手することが望ましいためである。
　以上の理由から上記相手方を選定し、会計法第２９条の３第４項及
び予算決算及び会計令第１０２条の４第３号の規定により、随意契約
するものである。

¥2,211,000 \2,211,000 100.00%



公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

No. 物品・役務等の名称
契約担当官等の氏名並びにその所

属する部局の名称及び所在地
契約日 契約の相手方の商号又は名称及び住所 法人番号 契約方式 随契理由 予定価格 契約金額 落札率 備考

5 Ｒ７ＥＴＣ路側機セキュリティ鍵情報賃貸借

支出負担行為担当官
国土技術政策総合研究所長
佐藤　寿延
茨城県つくば市旭１

R7.11.7
（一財）ＩＴＳサービス高度化機構
東京都千代田区二番町１１番７号　住友
不動産二番町ビル

8010005004839 随意契約

　上記セキュリティ鍵情報は、自動運転の車両挙動を評価する上で、
一般的なD S R C 通信を行うために必要不可欠な情報であり、路側
機内で使用する固有のセキュリティ情報に合致したセキュリティ鍵情
報を適切に作成、設定するノウハウを有し、そのセキュリティ鍵情報
を所有、貸与できることが不可欠である。
　一般財団法人I T S サービス高度化機構は、国総研が設置するE
T C 路側機内に格納されているセキュリティ情報を定めており、これ
を変換処理してセキュリティ機能を生成する情報を所有し、セキュリ
ティ鍵情報を作成、貸与できる唯一の機関である。
　よって、会計法第２９条の３第４項及び予算決算及び会計令第１０２
条の４第３号の規定により、上記業者と随意契約するものである。

¥2,236,300 \2,236,300 100.00%


